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JSGニュースレター 

財政部が国別報告書提出免除基準となる 

セーフハーバー・ルールの改正を公布 

 

多国籍企業グループが台湾の移転価格関連法規を遵守し、移転価格三層構造

の文書を準備するためのコンプライアンスコストを簡素化するため、台湾財政

部は台湾国内の状況及び外部からの意見を参考にし、2019 年 12 月 10 日付で

移転価格審査準則の規定に基づき、多国籍企業グループが台湾国内で国別報告

書の提出が免除されるセーフハーバー・ルールの改正について公布しました。

今般改正されたセーフハーバー・ルールの主なポイントは、下表の通りです。 

 

 

国別報告書  

(Country-by-Country Report, CbCR) 

適用年度 2017 年度まで遡及して規定を適用する 

http://www2.deloitte.com/tw/tc.html
http://www2.deloitte.com/tw/tc.html


納税主体  台湾国内の営利事業が多国籍

企業グループの成員であり、

且つその最終親会社が台湾国

内に所在している場合。 

 台湾国内の営利事業が多国籍企

業グループの成員であり、且つ

その最終親会社が台湾国外に所

在している場合。 

 

セーフハー

バー・ルー

ル 

１．企業グループの該当事業年度

の前年度における連結収入総

額が新台湾ドル 270 億元未満

である。 

１．最終親会社の居住地国（又は

地域）において国別報告書の

申告に係る法令規定の定めが

あり、且つ当該グループがそ

の居住地国（又は地域）にお

いて OECD 成果レポートに規

定する国別報告書提出免除の

基準に合致している（7.5 億

ユーロ）。 

２．最終親会社の居住地国（又は

地域）において国別報告書の

申告に係る法令規定の定めが

なく、当該グループが指定し

最終親会社を代理するその他

の成員が国別報告書を提出し

ており（以下「代理親会社」

という。Surrogate Parent 

Entity, SPE）、且つ当該代理

親会社がその居住地国（又は

地域）において OECD 成果レ

ポートに規定する国別報告書

提出免除の基準に合致してい

る。 

３．最終親会社の居住地国（又は

地域）において国別報告書の

申告に係る法令規定の定めが

なく、且つ当該グループがそ

の代理親会社を指定しておら

ず、企業グループの該当事業

年度の前年度における連結収

入総額が新台湾ドル 270 億元

未満である。 



４．台湾の営利事業の該当年度

における通期の営業収入純額

及び営業外収益の合計が新台

湾ドル30億元未満である、又

は通期の国外関連者間取引の

合計が新台湾ドル15億元未満

である（マスターファイルの

提出が免除されるセーフハー

バー・ルールを参照） 

セーフハー

バー・ルー

ルを満たさ

ない場合の

提出義務 

1. 財政部 108（2019）年 12 月

10 日 付 の 台 財 税 字

10804651540 号通達の国別

報告書に係るセーフハーバ

ー・ルールを満たしていない

場合、当該企業グループの最

終親会社が台湾国内の営利事

業であるときは、台湾国内の

営利事業が台湾国内で国別報

告書を提出しなければならな

い。 

２．企業グループが台湾国内に 2

社以上成員を有する場合、そ

のうち 1 社を指定して提出す

ることができる。 

１．財政部 108（2019）年 12 月

10 日 付 の 台 財 税 字

10804651540 号通達の国別

報告書に係るセーフハーバ

ー・ルールを満たしていない

場合、当該企業グループの最

終親会社が台湾国外の営利事

業であり、且つ次に掲げるい

ずれかに該当するときは、台

湾国内の営利事業が台湾国内

で国別報告書を提出しなけれ

ばならない。  

（1）最終親会社の居住地国（又

は地域）において国別報告

書の申告に係る法令規定の

定めにより国別報告書を提

出する必要がない。 

（2）国別報告書を提出している

が、当該国と台湾との間で

国別報告書の情報交換に係

る協定を締結していない。 

（3）情報交換に係る協定を締結

しているが、税務当局が関

連する協定に基づき国別報

告書を実際に取得すること

ができない。 



２．最終親会社は台湾国内の営利

事業を代理親会社として指定

する。 

３．企業グループが台湾国内に 2

社以上成員を有する場合、そ

のうち 1 社を指定して提出す

ることができる。 

提出期限  営利事業の会計年度終了後から 1 年以内に所在地を管轄する税務当

局に提出する。 

 多国籍企業グループの台湾国外最終親会社の事業年度が台湾の営利

事業の事業年度と一致していない場合は、当初の提出期限までに税

務当局に申請を行うことで、台湾国外最終親会社の事業年度終了後

から 1 年内に提出することができる。 

台湾の営利事業が営利事業所得税確定申告書の B6 ページで国別報告書を提出すべ

き成員を開示しており、財政部 108（2019）年 12 月 10 日付台財税字 

10804651540 号通達のセーフハーバー・ルール関連規定に合致している場合は、当

該年度の申告書 B6 ページを修正する必要はありません。また、台湾の営利事業の最

終親会社が台湾国外に所在し、且つ財政部 108（2019）年 11 月 6 日付台財際字第

10824521920 号通達により国別報告の自動交換に係る協定を締結・発効している国

（又は地域）である場合は、本セーフハーバー・ルールに関する通達規定は、国別報

告書に適用する情報交換に影響を及ぼしません。 
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日商組新聞稿 

我國財政部公告修正得免送交 

「國別報告」之避風港標準 

 

         為簡化跨國企業集團於我國遵循移轉訂價相關法規準備移轉訂價三層文

件的依從成本，我國財政部參考我國國情及外界意見，於民國 108 年 12 月 

10 日依移轉訂價查核準則規定，公告修正跨國企業集團在我國得免送交「國

別報告」之避風港標準。本次修正國別報告送交義務之避風港標準重點整理

如下。 

 

 

 

 

 

 

 

國別報告  

(Country-by-Country Report, CbCR) 
適用年度 追溯民國 106 年度適用 

納稅義務主體  中 華 民 國 境 內之 營

利 事 業 為 跨 國企 業

集 團 成 員 ， 且其 最

終 母 公 司 在 中華 民

國境內。 

 中華民國境內之營利

事業為跨國企業集團

成員，且其最終母公

司在中華民國境外。 

http://www2.deloitte.com/tw/tc.html
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避風港標準 1. 集 團 前 一 年 度合 併

收 入 總 額 未 達新 台

幣 270 億元。 

1. 最終母公司居住地國

或地區定有申報國別

報告之法令規定，且

該集團符合該居住地

國 或 地 區 依 OECD 

成果報告規定訂定之

免送交國別報告標準

(即歐元 7.5 億元) ；

或 

2. 最終母公司居住地國

或地區未定有申報國

別報告之法令規定，

經該集團指定其他成

員代理最終母公司送

交國別報告（以下簡

稱代理母公司送交成

員 ， Surrogate 

Parent Entity, 

SPE），且符合該代

理母公司送交成員居

住 地 國 或 地 區 依 

OECD 成果報告規定

訂定之免送交國別報

告標準；或  

3. 最終母公司居住地國

或  地區未定有申報

國 別 報 告 之 法 令 規

定，且未指定集團其

他成員為代理母公司

送交成員，集團前一

年度合併收入總額未

達新台幣270 億元；

或  

4. 我國營利事業其當年

度全年營業收入淨額

及非營業收入合計未

達新台幣 30 億元，

或全年跨境受控交易

總額未達新台幣 15 

億元。 (參照得免送

交集團主檔報告之避

風港標準) 

送交義務 1. 不符合財政部 108 年  

12 月 10 日台財稅字

10804651540 號 令

之國別報告避風港標

準者，且其集團之最

終母公司為在中華民

國境內之營利事業，

我國境內之營利事業

應於我國送交國別報

告。  

2. 集團於我國境內有 2 

個以上之成員者，得

指定其中 1 個成員送

交。 

1. 不符合財政部 108 年 

12 月 10 日台財稅字

10804651540 號令之

國別報告避風港標準

者，其集團之最終母

公司為在我國境外之

營利事業，且有下列

情形之一者，我國境

內之營利事業應於我

國送交國別報告。  

(1) 依最終母公司之居 

住地國或地區法令規

定 不 須 申 報 國 別 報

告；  



(2) 雖有申報國別告，

但該國未與我國簽署

得進行國別報告資訊

交換之相關協定； 

(3) 已簽署，但稽徵機

關無法依相關協定實

際取得國別報告。  

2. 最終母公司指定在中

華民國境內之營利事

業為代理母公司送交

成員。  

3. 集團於我國境內有 2 

個      以上之成員者，

得指定其中 1 個成員

送交。 

提交期限  營利事業之會計年度終了後一年內提交所在地

稽徵機關。 

 如跨國企業集團之境外最終母公司之會計年度

與我國營利事業會計年度不一致，得於原定送

交期限內向稽徵機關申請，於其境外最終母公

司會計年度終了後一年內送交。 

        針對我國營利事業已於所得稅申報書第 B6 頁揭露為應送交國別報告之

成員，如符合財政部 108 年 12 月 10 日台財稅字 10804651540 號令之規

定，無需更正該年度申報書第 B6 頁。另，針對我國營利事業其最終母公司

在 中 華 民 國 境 外 ， 且 位 於 財 政 部  108 年  11 月  06 日 台 財 際 字 第

10824521920 號公告依已簽署生效協定得就國別報告進行有效資訊交換之

國家或地區，本解釋令不影響國別報告適用資訊交換之情形。  
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